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５⽉２７⽇（⼟）付⽇本経済新聞の１⾯に、国内設備投資の増加に関する記事が掲載されていました。
同社が実施した設備投資動向調査の結果、今年度の国内向け設備投資の計画が、調査を始めた２００７
年度以降で、最⾼の伸び率になる⾒込みとのことです。

下の表は、ＴＯＰＩＸ５００企業で、決算短信から前期実績と今期計画の設備投資の⾦額を知ることが
できた１３９社のうち、前期実績に対する計画の増加率が⾼い上位２０社になります。

このうち、⾷品企業が５社もランクインしています。増加率の内訳はありませんが、ある程度が国内向
けだと考えられ、上記の国内向け投資の伸びの⼀因になっているとみています。というのも昨年より、
⾷品企業による国内での⼯場新設のニュースが相次いでいるからです。ここ１年程のニュースを検索し
てみると、キューピーが４５年ぶり（マヨネーズの主⼒⼯場として）、伊藤園が４２年ぶり、⼭崎製パ
ンが２６年ぶり（パンの最終製品⼯場として）、⽇清⾷品が２０年ぶりなど、久⽅ぶりの国内⼯場の新
設を決定しています。⽼朽化した設備の刷新だけでなく、これまで海外⽣産に注⼒していた企業も、国
内⽣産を⾒直している印象を持っています。

先⽉、プリマハムの茨城⼯場内に新たに建設されたウインナープラントを⾒学させていただきました。
このプラントは昨年の５⽉に完成したもので、同社の新⼯場としては約３５年ぶりとのことです。新⼯
場では、旧⼯場を増設してきたことによる弊害を是正し、ラインの直進化、⾃動化設備の導⼊を⾏うこ
とで、⼤幅な⽣産性の改善が可能になったとの説明を受けました。そして何よりも、ＯＥＭも含めて、
同社への引き合いが増えていることも分かりました。同社だけでなく、同業他社も⼯場建設を⾏って
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⽇本株ファンドマネージャーの視点

※このレポートでは、⽇本株ファンドマネージャーが注⽬しているトピックなどを毎週お届けします。

『戻る国内向け投資』

順位 コード 銘柄名 前期実績（百万円） 今期計画（百万円） 今期増加率
1 4528 小野薬品工業 9,500 37,700 297%
2 8233 高島屋 21,929 52,310 139%
3 2871 ニチレイ 13,887 32,019 131%
4 1824 前田建設工業 5,600 12,400 121%
5 6370 栗田工業 9,289 20,000 115%
6 4631 ＤＩＣ 31,279 65,000 108%
7 2201 森永製菓 3,750 7,781 107%
8 9003 相鉄ホールディングス 20,678 41,158 99%
9 4519 中外製薬 19,400 38,000 96%
10 9041 近鉄グループホールディングス 45,555 85,000 87%
11 2897 日清食品ホールディングス 36,340 65,000 79%
12 4062 イビデン 20,997 37,000 76%
13 6273 ＳＭＣ 21,663 35,500 64%
14 4183 三井化学 45,400 74,000 63%
15 7951 ヤマハ 17,500 28,400 62%
16 2810 ハウス食品グループ本社 7,708 12,000 56%
17 9045 京阪ホールディングス 39,173 60,800 55%
18 6752 パナソニック 311,641 475,000 52%
19 2282 日本ハム 43,765 66,400 52%
20 4091 大陽日酸 43,796 66,000 51%
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いるため、供給過剰が懸念される⾯もありましたが、今のところは⼼配ないようです。コンビニへの対
応もあって、設備投資がしっかりできる⼤⼿への集約が進んでいるようです。これは同業他社の社⻑も
おっしゃっていました。

このような動きを踏まえ、特に設備の更新が⾏われてこなかった業界に関して、他社に先駆けて投資を
⾏うことを決めた企業に注⽬していきたいと考えています。また同時に、増加する国内投資からの恩恵
が⼤きな銘柄も調査したいと思います。

株式運⽤第⼀部
部奈 和洋


